
伊藤忠商事では、地球温暖化等の地球環境問題を、経営方針の最重要事項のひとつとして位置付けています。
企業理念である「豊かさを担う責任」を果たすために、「環境方針」を定め、
現世代の繁栄に寄与するのみならず、次世代に何を残すことができるかという観点から、
常に地球環境問題を意識したグローバルな企業経営・活動に取組んでいます。

伊藤忠商事は、国内外においてさま

ざまな製品・サービスの提供や資源開

発・事業投資等の活動を行っており、地

球環境問題と密接に関係しています。

持続可能な企業成長は、地球環境

問題への配慮なしには達成できない

と考え、当社は1990年に地球環境

伊藤忠商事の
環境に対する考え方

環境活動の方針
環 境 報 告

室を創設、1993年4月に「環境方針」

の前身にあたる「伊藤忠地球環境行動

指針」を策定し、指針を明文化しました。

1997年には伊藤忠商事「環境方針」

に改め、時代に即した表現とするために

その後数度の改訂を行ってきています。

2010年5月にも以下2点の改訂を

行いました。

（1）	環境問題について伊藤忠商事のみ

ならず伊藤忠グループとして取組

んでいくことをより明確にするため

に〈伊藤忠商事「環境方針」〉を〈伊

藤忠グループ「環境方針」〉という

表現に改めた。

（2）	現在の環境方針の中に示している

行動指針において「自然生態系」の

保全を1歩進め「自然生態系並び

に生物多様性」の保全と改め、「生

物多様性」への配慮を明確にした。

（1） 環境汚染の未然防止
すべての事業活動の推進にあたり、自然生態系
並びに生物多様性、地域環境及び地球環境の保全
に配慮し、環境汚染の未然防止に努める。

（2） 法規制等の遵守
環境保全に関する国内外の法令諸規則及びその
他当社の合意した事項を遵守する。	

（3） 環境保全活動の推進
「省エネルギー・省資源」、「廃棄物の削減・リサ
イクル」を推進し、循環型社会の形成に貢献する
と共に、環境保全に寄与する商品及びサービス等
の開発、提供に努める。

（4） 社会との共生
良き企業市民として、次世代の繁栄と広く社会

への貢献を願い、地域社会における環境教育に協
力し、地球環境保全にかかわる研究の支援を行う。	

（5） 啓発活動の推進
環境保全にかかわる意識及び活動の向上を図る

ため、伊藤忠商事及びグループ会社社員に対する
啓発活動を推進する。

2010年5月

代表取締役社長　岡藤	正広

［Ⅰ］基本理念
　地球温暖化等の地球環境問題は、人類の生存にかかわる問題である。
　グローバルに事業を行う伊藤忠グループは、地球環境問題を経営方針の最重要事項の一つとして捉え、

「伊藤忠グループ企業理念」である「豊かさを担う責任」を果たすべく「伊藤忠グループ企業行動基準」
に示す「より良い地球環境づくりに積極的に取り組む』を推進し、持続可能な社会の実現に貢献する。

［Ⅱ］行動指針
　伊藤忠グループは、上記基本理念の下、環境マネジメントシステムの継続的改善を図り、環境保全活動
に関する行動指針を以下のとおり定める。

伊藤忠グループ「環境方針」
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●環境一般教育としてe-learning（全社対象）
●特定業務要員教育（環境負荷の高い商品・サービスを扱う部門対象）
●電気使用量削減・廃棄物分別リサイクルの推進（全社対象）
●新規投資（開発）案件管理（全社対象）
●社内環境監査人養成研修の実施

●前述のPLAN、DOの項目の点検
●遵守評価（法的要求事項の遵守）
●不適合並びに是正、予防処置
●社内環境監査

●経営層による見直し
次年度のアクションプラン策定

DO
実施

CHECK
点検と是正 PLAN

計画作成

ACT
マネジメント
レビュー 環境方針

●取扱商品における
環境リスク評価（P47参照）

●環境関連法規制一覧表の
設定（年２回/見直し）

●環境管理推進計画書による
目的・目標の設定（年初）

継続的改善

●環境問題に係る事項
●CSRに係る事項
●社会貢献活動に係る事項

Headquarters
Management Committee

●環境マネジメントシステムの実施・維持・改善
●緊急時の対応

各カンパニープレジデント
●各カンパニーの環境保全活動
　に関する統括責任者

各部門（部）長・支社長
●部門（部）・支社の環境
　保全活動の責任者

各経営企画部長
●カンパニースタッフ部署の
　環境保全活動の責任者

●事務局●有資格者360名

社　長

総務部環境管理責任者

人事・総務・
法務担当役員 CSR委員会

社内環境監査チーム

カンパニー

国内支社総本社
支社長
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伊藤忠商事は、事業活動が地球環境に与え得る影響を認識し環境リスクの未然防止を図るべく、
取扱う商品とともに、特に新規投資について事前に影響を評価する仕組みを構築しています。
一方、総合商社としての幅広い機能、ネットワークを活用した環境保全型ビジネスにも積極的に取組むとともに、
地球温暖化等、深刻さを増す地球環境問題に対し、伊藤忠商事単体のみならずグループ全体としての取組を進めています。

環境への取組

環境マネジメントシステム

伊藤忠商事は１９９７年に商社で初め

てISO14001に基づく環境マネジメ

ントシステム（EMS）を導入し、EMSの

継続的改善に努めています。このシス

テムは、環境関連法規制の遵守並びに

環境汚染の未然防止を目指しています。

具体的には、毎年環境リスクの未然防

止に資する目標を策定し、進捗状況の

評価・分析を行い、確実に目標達成して

いくPDCAサイクルを回すことにより、

目標を運用・管理する制度です。

伊藤忠商事の環境管理体制の最上

位責任者は社長です。その社長より任

命された人事・総務・法務担当役員は、

環境マネジメントの中核となる環境方

針並びに環境管理マニュアルを決める

権限を持っています。

具体的な運営については、CSR委

員会を設置し、環境方針の見直しや毎

年の全社活動のレビューを実施してい

ます。総務部地球環境室は事務局を務

めます。また、環境監査対象部署ごとに

環境責任者を配置し（2009年度合計

75人）、その活動を補佐するエコリー

ダー（2010年3月31日時点、合計

215名）とともに、各部署における環境

保全活動の責任者として活動を推進し

ています。

環境マネジメント
システム

伊藤忠商事環境管理体制
環境管理体制

エコリーダーの「エコ」はecologyとeconomy両方のイメージをあわせ持つものです。
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伊藤忠商事の取扱商品における環境

リスク評価のみならず、グループ全体

の事業活動が地球環境に与え得る影響

を認識するため、グループ会社も対象

に環境リスクの未然防止に向けた活動

に努めています。

● 取扱商品における環境リスク評価
伊藤忠商事は多種多様な商品を世界

規模で取引しているため、各商品の地

球環境との関わりを評価することが肝

要と考え、当社独自の環境影響評価を

実施しています。当該商品に関わる原

材料の調達から製造過程、使用並びに

廃棄に至るまで、LCA※的分析手法を

用いています。評価の結果、地球環境

への影響が特定の点数以上となった場

合、当該商品を管理対象とし各種規程・

手順書を策定しています。
※LCA（Life	Cycle	Assessment）：	ひとつの製品が、製造、
輸送、使用、廃棄あるいは再使用されるまでのライフサイ
クルの全段階において、環境への影響を評価する手法

● グループ会社実態調査
グループ会社への実態調査は、2001

年にグループ数社で発生した近隣住民

の環境汚染クレームに端を発していま

す。グループ会社約700社のうち、地

球環境に与える影響・負荷が相対的に

高い200社程度を分析、年間約20社

へ実態調査を実施しています。経営層

との質疑応答から、工場や倉庫等の施

設並びに河川への排水状況調査、環境

法規制の遵守状況等を評価しています。

環境リスクの未然防止

環 境 報 告

● 講習会の開催
伊藤忠グループ社員への環境関連法

令の要求事項の周知徹底及びその遵

守並びに環境意識啓発のため、講習会

を積極的に開催しています。

これらの講習会や実態調査の実施を

きっかけに、環境問題未然防止の観点

から、地球環境室への相談案件が増加

しています。

● 伊藤忠グループ　
環境情報コミュニケーション

2009年度に予定していた国内グ

ループ会社における環境経営推進者

の設置及び推進者対象の地球環境問

題連絡会の定期開催については、既存

制度に配慮したうえで、コンプライアン

ス・モニターレビューを手段とする仕組

みに軌道修正しました。これにより､グ

ループ会社との環境情報面でのコミュ

ニケーションもより一層実質的に促進

していきます。

まずは対象法令として廃棄物処理法、

土壌汚染対策法及び省エネ法の主要

環境法令に特定し、コンプライアンス・

モニターレビューを通じてグループ会

社の基礎情報を収集しました。必要に

応じて地球環境室がグループ会社実態

調査を実施する等、今後も、グループ会

社の状況に応じたメリハリのある濃淡

管理をより一層推進していきます。

● 伊藤忠グループ
CO2排出量概算把握プラン
2009年度は、日本国内での省エネ

ルギー関連法令等の強化・改正が重な

りました。伊藤忠商事も改正省エネ法

及び改正温対法への対応のため、東京

本社ビル等約40の事業所を対象に､

改正省エネ法対応ソフト「エコフォルテ」

（P23参照）を導入し、省エネルギー

関連コンサルタントとの適宜対応を

行っています。

伊藤忠グループのCO2排出量概算把

握については、2009年度はまず当社

の上記法改正への対応を的確に実行し、

そのうえでコンプライアンス・モニター

レビューによる国内グループの概略把

握に向けスタートを切りました。

● 社外からの問い合わせ案件の対応
伊藤忠グループへ寄せられる各種苦

情やアンケート、環境保護団体等による

面談等は、地球環境室が窓口となり対

応しています。環境保全の観点より、法

令遵守はもちろんのこと、管理の仕組

みも適宜見直しています。環境保護団

体、産業界、官公庁、格付・調査会社、各

種メディア等からコミュニケーションを

求められます。

社内講習会（2009年度実績）

法令セミナー 開催数 参加者合計

廃棄物処理法講習会 6回 661

土壌汚染対策法 2回 294

省エネ法（荷主について） 4回 166

（単位：人）

中国「ビール製造工場」からの排出物を、有価物と廃棄物に
分別する状況を監査する様子

米国「自動車部品配送センター」で、規制対象物質を含む	
部品の管理状態を監査する様子

環境関連相談件数 （単位：件）

社内照会案件 ２００８年度 ２００９年度

廃棄物処理法関連 ２９ ４４

土壌汚染対策法関連 		６ ２４
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社員が環境保全活動を行うにあたり、

さまざまな教育プログラムを展開する

とともに、グループ社員も対象にした環

境法令セミナー、地球環境問題の啓発

セミナー等を開催し、伊藤忠グループ

全体の環境意識の向上に努めています。

● 社内環境監査人養成研修
ISO14001を基にした2009年度

の社内環境監査対象部署数は75部署

に及びます。約半年かけて実施する社

内環境監査の結果が、環境リスクの未

然防止等につながっています。

社内監査に参画するための監査人の

資格取得と環境意識の向上を目的とし

て、2007年度から「社内環境監査人養

成研修」を年5回開催しています。本研修

の特徴は、①講師は当社の地球環境室員

（CEAR環境主任審査員の資格保有）で

あること、②本研修を社員教育の一環と

捉え、環境問題を歴史的に俯瞰すること

によって自覚を促すものであることです。

● 地球環境経営推進セミナー
2010年3月、東京本社にて地球環

境経営推進セミナーを開催。東京大学

総長顧問／三菱総合研究所理事長		小

宮山宏氏を講師としてお招きし、「２１

世紀における日本のあるべき姿〜新産

業を創出する環境への取り組み〜」と

題し、ご講演をいただきました。

● 夏休み環境教室
1992年より東京都港区の小学生を

主な対象として毎年「夏休み環境教室」

を開催しています。2009年度も気象

予報士による地球温暖化の体験学習や、

自然観察指導員による本社周辺自然観

察会等のプログラムに社員等のボラン

ティアとともに、2日間で82名の小学

生が参加し、活発な授業となりました。

● 東京大学気候システム
研究センターへの支援

1991年より東京大学気候システム

研究センター（2010年度より東京大

学大気海洋研究所気候システム系へ組

「地球環境問題への対応に向けた社

会の変化は、企業にとっても新ビジネス

創出のチャンスとなる。日本は強みであ

る“ものづくり”の技術を活かし、環境配

慮製品等の創造型需要を生み出すこと

で、巨大な市場を創出することができ

る。とりわけ商社は、ものづくりの現場

のコーディネーターとして重要な役割

を果たし得る。」との強いメッセージを

いただきました。今後、伊藤忠グループ

が環境保全型ビジネスを戦略的に推進

していくうえで、大変参考になる示唆に

富んだ内容となりました。

織変更）の基礎研究を支援し、その研究

成果の発表の場として「伊藤忠シンポ

ジウム」を毎年開催しています。2009

年度は同センターの副センター長（当

時）木本教授、（独）海洋研究開発機構

の河宮主任研究員を講師としてお招き

し、地球温暖化に関してご講演いただ

き、東京・大阪両本社あわせて約270

名が聴講しました。

伊藤忠商事は、地球温暖化防止の

国民運動である「チャレンジ25キャン

ペーン※1」に参加し、夏季、冬季の冷暖

房温度の調整、不要な電気のスイッチ

オフ、長時間離席時のパソコンの省エ

ネモードの設定等に努めています。ま

た、オフィス内での廃棄物分別を励行し、

リサイクルを推進する等、全社員が身

の回りのできることから環境保全活動

を実施しています。

設備面では、1980年11月の東京

本社ビル竣工時から、雨水、湧水及びオ

フィスでの湯沸場、洗面所で使用した水

を原水として地下の中水製造設備でト

イレ用洗浄水をつくり、水の有効利用を

しています。2009年12月には東京本

社ビル及び隣接するCIプラザ屋上に太

陽光発電パネルを設置し（P34参照）、

環境省が公募した「平成21年度ソー

ラー環境価値買取事業※2」に採択され

ました。オフィス環境活動についての詳

細は、下記をご参照ください。
オフィス環境活動	
http://www.itochu.co.jp/ja/csr/environment/
office_activities/

※１	 ｢チーム・マイナス６％」が2010年1月より「チャレン
ジ２５キャンペーン」に名称変更

※2	 環境省の事務事業から発生するCO2排出量を順次オ
フセットするため、大半を自家消費する業務用太陽光
発電施設の整備に際し、設置後５年間分のグリーン電
力証書を環境省に収めることを条件に支援する制度。
太陽光発電の普及拡大と、環境省の事務事業におけ
る環境配慮を目的としている

環境教育・	
啓発活動の推進

地域との共生

オフィス環境活動

社内環境監査人養成状況

地球環境経営推進セミナー参加者

年度 人数

２００６年度迄 74

２００７年度 ９5

２００８年度 ９3

２００9年度 98

合計 360

参加者合計

地球環境経営推進セミナー ３７７

（単位：人）

（単位：人）

講演する小宮山宏氏
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